
 

 

 

うきは市の財務書類 
【平成２１年度】  

【概 要 版】 

 

 

 

Ⅰ うきは市全会計 

連結財務４表 

 

 

 

 

平成２２年１１月 

財政課 財政係 

 

      （文中において端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。） 

 



 

Ⅰ うきは市全会計 財務４表  
 

Ⅰ-１．貸借対照表 

 

Ⅰ-１-1 貸借対照表とは？ 

 貸借対照表は、基準日現在に保有する道路、公園、公共施設等の資産、負債等のス

トック状況を総括的に表示した対照表です。貸借対照表を作成することにより、税金

等により整備された資産の内容や、将来返済しなければならない負債、返済を要しな

い純財産のストックに関する情報の把握が容易になります。 

 また、貸借対照表は、過去に遡ったり、類似団体と比較したりして、本市の状況の

特徴を分析・把握することにより、今後の健全な財政運営のための検討資料として役

立てることができます。 

 

 

□ 貸借対照表の作成にあたって 

  本市では、総務省の「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究報告書」

に基づき作成しました。 

 

 ① 対象会計範囲 

   対象とする会計の範囲はうきは市全会計としました。 

   具体的には、平成２１年度における本市の全会計は次のとおりです。 

  ア 一般会計 

  イ 住宅新築資金等貸付事業特別会計 

  ウ 自動車学校特別会計 

  エ 国民健康保険、老人保健、後期高齢者医療事業会計 

  オ 公営企業会計（簡易水道事業、下水道事業、農業集落排水事業、浄化槽事業） 

 

 ② 作成基準日は平成２２年３月３１日現在とし、平成２２年４月１日から５月３

１日までの出納整理期間の収支については、基準日までに終了したものとして処

理しています。 

 

 ③ 作成にあたっては、昭和４４年度以降の「地方財政状況調査表」のデータを基

礎数値としました。このため、昭和４３年以前に形成された資産は含まれていま

せん。 

 

 ④ なお、地方自治体は、住民福祉の増進を目的とし利益追求の概念を持たず、活

動目的が利益の追求にある民間企業の貸借対照表とでは、その意味するところが

異なるので、単純に比較ができないことに留意する必要があります。 



 

□ 用語解説 

 

 

【資産の部】 

 

 ① 有形固定資産 

   資産形成に支出された昭和４４年度以降の普通建設事業費を資産価格とし、土

地以外の資産については、定額法により資産価値がゼロになるまで減価償却を行

っています。 

 ② 投資等 

   公益法人等への出資金、貸付金、流動性の低い特定目的基金、土地開発基金、

定額運用基金の現在高を計上しています。 

 ③ 流動資産 

   基金のうち流動性の高い財政調整基金、減債基金のほか、歳入決算額から歳出

決算額を差し引いた歳計現金、市税等の未収金を計上しています。 

 

 

【負債の部】 

 ① 固定負債 

   基準日における市債残高のうち、流動負債となる平成２２年度償還予定額を除

いた額、さらに基準日に職員全員が普通退職したことを想定した場合に支払われ

る退職金を推計し、退職手当引当金及び退職手当組合積立金の不足額を計上して

います。 

 ② 流動負債 

   基準日における市債残高のうち、平成２２年度償還予定額と未払金、及び賞与

引当金等を計上しています。 

 

 

【純資産の部】 

   有形固定資産の形成に充てられた国・県支出金の累計額を計上しています。な

お、土地以外の有形固定資産に充てられたものについては、資産と同様に減価償

却をしています。また、公共資産等に充てられた一般財源等で、資産の部に計上

されている公共資産等の財源のうち、国・県支出金、地方債以外のものを計上し

ています。 

 

 

 

 



Ⅰ-１-２ 平成２１年度末の状況 

 

  平成２１年度末の本市の貸借対照表における資産、負債及び純資産の状況は、次

のとおりです。 

 

資産の部 

  公共資産（土地、建物等）     ７５３ 億円（８７．７％）  

  投資等 （基金等）          ５８ 億円（ ６．６％） 

  流動資産（現金・預金等）      ４８ 億円（ ５．５％） 

    合  計           ８５８ 億円 

 

負債の部 

  固定負債（地方債等）       ２９１ 億円（９４．５％） 

  流動負債（地方債償還金等）     １７ 億円（ ５．５％） 

    合  計           ３０８ 億円 

 

純資産の部 

   資産の合計 － 負債の合計 

   ８５８億円 － ３０８億円 ＝ ５５０ 億円 

 

 

 

 

 ① 昭和４４年度から平成２１年度までに形成された資産合計は８５８億円、一方、

負債合計は３０８億円であり、その差である純資産合計は５５０億円となってい

ます。 

 

 ② 資産の部では、土地、建物等の有形固定資産が７５３億円で、資産合計の約９

割弱を占めています。そのほか、基金、出資金、未収金など、合計１０６億円と

なっています。 

 

 ③ 負債の部では、地方債、退職給与引当金の固定負債が合わせて２９１億円で、

負債合計の約９割を占めており、残りが流動負債である地方債翌年度償還予定額

及び賞与引当金で１７億円となっています。 

 

 ④ 純資産の部は、資産から負債を差し引いた５５０億円を計上しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【表１】有形固定資産世代間負担割合 

区   分 金額（百万円） 構成比(％)

これまでの世代で負担したもの ４８，１０１ ６３．９ 

将来の世代で負担するもの ２７，１３０ ３６．１ 

合 計 （有形固定資産） ７５，２３１ １００．０ 

 

社会資本の整備の結果を示す有形固定資産のうち、その資産形成に充てられた財

源である純資産と、負債における地方債の割合を見ることによって、これまでの世

代で既に負担された分と将来の世代で負担する分の割合が分かります。 

 

 

 

【表２】純資産構成比 

純資産 【Ａ】 

（百万円） 

資産合計【Ｂ】 

（百万円） 

純資産構成比率【Ａ】／【Ｂ】 

（％） 

５４，９６３ ８５，８０３ ６４．１ 

 

企業の財務分析における自己資本比率に相当する純資産構成比率を見ることによ

って、本市にストックされた資産のうち、返済義務を負わない資産がどれくらいの

割合を占めるのかがわかります。 

 

 

 

【表３】市民一人あたりの将来の財政負担 

地方債現在高（翌年度償還額を含む） 

 【Ａ】
２７，１３０ 百万円 

平成２１年度末住民基本台帳人口 

【Ｂ】
３２，６１５   人 

市民一人あたりの将来負担額 

【Ａ】／【Ｂ】
８３２  千円 

 

負債における地方債残高（翌年度償還予定額を含む）を人口で除することにより、

市民一人あたりの将来負担額を表すことができます。 

 

 



【減価償却に用いる耐用年数】 

○耐用年数 

区分 耐用年数 区分 耐用年数 

１ 総務費 

（１）庁舎等 

（２）その他 

 

５０ 

２５ ※ 

２ 民生費 

（１）保育所 

（２）その他 

 

３０ 

２５ ※ 

３ 衛生費 ２５ 

４ 労働費 ２５ ※ 

５ 農林水産業費 

（１）造林 

（２）林道 

（３）治山 

（４）砂防 

（５）漁港 

（６）農業農村整備 

（７）海岸保全 

（８）その他 

 

２５ ※ 

４８ 

３０ 

５０ 

５０ 

２０ 

３０ 

２５ ※ 

７ 土木費 

（１）道路 

（２）橋りょう 

（３）河川 

（４）砂防 

（５）海岸保全 

（６）港湾 

（７）都市計画 

  ア 街路 

  イ 都市下水路 

 ウ 区画整理 

  エ 公園 

  オ その他 

（８）住宅 

（９）空港 

（10）その他 

 

 

４８ 

６０ 

４９ 

５０ 

３０ 

４９ 

 

４８ 

２０ 

４０ 

４０ 

２５ ※ 

４０ 

２５ ※ 

２５ ※ 

 

６ 商工費 ２５ ※ ８ 消防費 

（１）庁舎 

（２）その他 

 

５０ 

１０ 

９ 教育費 ５０ 

 

10 その他 ２５ ※ 

 

   

 

 

 

 

 

※は別途調査に基づく平均的な有形固

定資産の耐用年数 



【平成21年度】 （単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 44,806,996 ①普通会計地方債 13,785,423

②教育 16,288,214 ②公営事業地方債 11,758,453

③福祉 2,134,275  地方公共団体計 25,543,876

④環境衛生 651,122 (2) 関係団体

⑤産業振興 5,851,641 ①一部事務組合・広域連合地方債 0

⑥消防 447,750 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 5,050,897 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 0

⑨その他 0 (3) 長期未払金 0

有形固定資産計 75,230,895 (4) 引当金 3,589,070

(2) 無形固定資産 0 （うち退職手当等引当金） 3,589,070

(3) 売却可能資産 44,875 （うちその他の引当金） 0

公共資産合計 75,275,770 (5) その他 0

固定負債合計 29,132,946

２　投資等

(1) 投資及び出資金 221,869 ２　流動負債

(2) 貸付金 22,359 (1) 翌年度償還予定額

(3) 基金等 5,228,432 ①地方公共団体 1,585,975

(4) 長期延滞債権 426,853 ②関係団体 0

(5) その他 0  翌年度償還予定額計 1,585,975

(6) 回収不能見込額 △ 124,324 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

投資等合計 5,775,189 (3) 未払金 0

(4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 120,623

３　流動資産 (6) その他 0

(1) 資金 4,635,868 流動負債合計 1,706,598

(2) 未収金 116,337

(3) 販売用不動産 0 負　　債　　合　　計 30,839,544

(4) その他 0

(5) 回収不能見込額 0

流動資産合計 4,752,205

純　 資　 産　 合　 計 54,963,620

４　繰延勘定 0

資　　産　　合　　計 85,803,164 負債及び純資産合計 85,803,164

※１　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 536,151 千円

②債務保証又は損失補償 0 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 0 千円）

③その他 3,074,944 千円

※２　普通会計地方債および公営事業地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち15,705,063千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているもので

連結貸借対照表
（平成２２年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

長期延滞債権 未収金

未収金のうち１年を超
えるもの(注①)

未収金のうち１年以内
のもの(注②)

市 税 165,966 43,800 209,766

健 康 保 険 税 等 195,396 49,886 245,282

分担金・使用料他 65,491 22,651 88,142

合 計 426,853 116,337 543,190

未収金

計

※うきは市全会計における「資産」(注①・注②)のうち、市税・使用料等の未収金内訳
は下表のとおりです。



Ⅰ-２．行政コスト計算書 

 

Ⅰ-２-1 行政コスト計算書とは 

 

 行政コスト計算書とは、企業でいう「損益計算書」と同等なもので、一定期間（一

会計期間）における経営成績を報告する計算書です。企業では、「収益－費用＝利益」

という形で、利益を追求するわけですが、地方公共団体は純粋に利益だけを追求す

るわけではないことから、損益計算書と呼ばず「行政コスト計算書」と呼んでいま

す。 

 行政活動は、道路、公園、公共施設などの将来の世代にも利用できる社会資本の

形成だけではなく、福祉活動やごみの収集といった人的サービスや給付サービスな

ど、資産形成に結びつかない行政サービスが大きな比重を占めています。 

この行政サービスの提供にあたっては、どのようなコストがかかっているか、直

接的に現金支出された経費だけでなく、減価償却費や職員の退職給与引当金なども

含めた必要コストの総額を明らかにし、行政活動の内容や効率性を把握・検討する

ため、行政コスト計算書を作成しました。 

 

 

□ 行政コスト計算書の作成にあたって 

  本市では、総務省の「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究報告書」

に基づき作成しました。 

 

 ① 計上コストの範囲 

現金の支出だけではなく、減価償却費、不納欠損額、退職給与引当金といっ

た非現金支出を加味し計上しています。 

 

 ② 行政コストの分類 

行政分野別ごとに、その性質別の内訳を示すこととし、目的別経費と性質別

経費を合わせた行列としました。 

目的別経費は、生活インフラ・国土保全、教育、福祉、環境衛生、産業振興

などの行政分野ごとに分類し、性質別経費は、次の４つに分類しています。 

 

ア「人にかかるコスト」 ……人件費、退職手当引当金、賞与引当金 

イ「物にかかるコスト」 ……物件費、維持補修費、減価償却費 

ウ「移転支出的なコスト」……社会保障給付、補助金等、繰出金、他団体への公

共資産整備補助金等 

エ「その他のコスト」  ……支払利息(公債費)、市税等回収不能見込額、その他 
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Ⅰ-２-２ 平成２１年度末の状況 

 

１ 平成２１年度の本市の経常行政コスト計算書を見てみると、行政活動の中で

資産として形成されたものを除いたコストの総額は、約１７０億円となってお

り、そのうち最も大きいのは扶助費等の社会保障給付５０億円（29.6%）、次に

補助金等４０億円（23.3%）、減価償却費２１億円（12.6%）特別職、議員、職員

等の人件費が２１億円（12.1%）となっています。 

 

 ２ 行政目的別にみると、福祉費が８５億円（50.2%）と最も多く、その多くは社

会保障給付費が占めています。次に総務費が１８億円（10.7%）、教育費１６億

円（9.4%）、生活インフラ・国土保全１５億円（8.7%）となっています。 

 

 ３ これらの経常行政コストに対して、経常収益合計は３７億円であり、そのう

ち使用料・手数料が４億円、分担金・負担金等が１８億円、保険税が１１億円

となっていますが、経常行政コストの 21.6%にすぎず、経常行政コストの多く

が受益者負担以外の税金等で賄われていることが分かります。 

 

４ 経常行政コストから経常収益を差し引いた差引純経常行政コストは１３３億

円で、この差引純経常行政コストは、地方税や補助金などで賄わなければなら

ないコストを表します。 

 

 

 

□ 経常行政コスト対有形固定資産（資産総額比率） 

 

  行政目的別に、各分野の有形固定資産の総額に対するコストの比率をみますと、

福祉や環境衛生では、コストの比率が非常に大きくなっており、給付や人的サー

ビスが中心であることを示しています。 

  逆に、生活インフラ・国土保全や教育はコストの比率が非常に小さくなってお

り、有形固定資産の形成が中心であることを示しています。 

 

区 分 
有形固定資産 (千円) 

【Ａ】

Ｈ21年度コスト (千円) 

【Ｂ】 

比率 (％) 

【Ｂ／Ａ】

生活インフラ・国土保全 44,806,996 1,467,305 3.3

教 育 16,288,214 1,586,351 9.7

福 祉 2,134,275 8,521,590 399.3

環 境 衛 生 651,122 1,128,395 173.3

産 業 振 興 5,851,641 1,333,005 22.8

消 防 447,750 465,791 104.0

総 務 5,050,897 1,814,421 35.9

合 計 75,230,895 16,316,858 21.7

 



連結行政コスト計算書
自　平成２１年４月 １ 日

至　平成２２年３月３１日

　【 】経常行政コスト （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・
国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議会 支 払 利 息
回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 2,059,281 12.1% 137,386 368,613 561,311 102,428 113,718 31,387 626,227 118,211 0

（２）退職手当等引当金繰入等 276,910 1.6% △ 11,148 58,021 114,230 9,532 14,727 0 87,743 3,805 0

１ （３）賞与引当金繰入額 120,623 0.7% 6,996 21,378 33,846 6,246 6,314 1,862 36,955 7,026 0

小　　計 2,456,814 14.5% 133,234 448,012 709,387 118,206 134,759 33,249 750,925 129,042 0

（１）物件費 1,812,355 10.7% 186,480 617,466 301,663 287,522 90,853 33,448 284,858 10,065 0

２
（２）維持補修費 86,989 0.5% 59,750 11,568 3,194 760 8,966 358 2,393 0

（３）減価償却費 2,130,254 12.6% 1,039,023 406,700 123,937 22,585 357,010 42,571 138,428 0

小　　計 4,029,598 23.7% 1,285,253 1,035,734 428,794 310,867 456,829 76,377 425,679 10,065 0 0

（１）社会保障給付 5,022,775 29.6% 18,758 4,999,516 4,501

３

（２）補助金等 3,954,997 23.3% 4,042 68,026 1,638,029 691,141 561,872 353,606 636,257 2,024 0

（３）他会計等への支出額 726,381 4.3% 0 0 726,381 0 0 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

267,424 1.6% 44,776 15,821 19,483 3,680 179,545 2,559 1,560 0 0

小　　計 9,971,577 58.8% 48,818 102,605 7,383,409 699,322 741,417 356,165 637,817 2,024 0

４

（１）支払利息 472,873 2.8% 472,873

（２）回収不能見込計上額 29,084 0.2% 29,084

（３）その他行政コスト 12,032 0.1% 0 0 0 0 0 0 0 0 12,032

小　　計 513,989 3.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 472,873 29,084 12,032

経 常 行 政 コ ス ト ａ 16,971,978 1,467,305 1,586,351 8,521,590 1,128,395 1,333,005 465,791 1,814,421 141,131 472,873 29,084 12,032

（　構　成　比　率　） 8.6% 9.3% 50.2% 6.6% 7.9% 2.7% 10.7% 0.8% 2.8% 0.2% 0.1%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 433,204 19,984 152,422 160,655 21,868 329 0 19,262 0 0 0 58,684

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 1,834,952 98,471 1,794 1,685,583 3,484 35,021 0 10,032 0 0 0 567

３ 保 険 税 1,117,797 1,117,797

４ 事 業 収 益 237,071 214,749 0 0 17,518 4,804 0 0 0 0

５ その他特定行政サービス収入 38,904 27,628 0 10,902 368 6 0 0 0 0

6 他 会 計 補 助 金 等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経 常 収 益 合 計 b 3,661,928 360,832 154,216 2,974,937 43,238 40,160 0 29,294 0 0 0 0 59,251

ｂ／ａ 21.6% 24.6% 9.7% 34.9% 3.8% 3.0% 0.0% 1.6% 0.0% 0.0% 0.0%

（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ 13,310,050 1,106,473 1,432,135 5,546,653 1,085,157 1,292,845 465,791 1,785,127 141,131 472,873 29,084 12,032 △ 59,251



Ⅰ-３．資金収支計算書 

 

 

Ⅰ-３-1 資金収支計算書とは 
 

 資金収支計算書の基本的な考え方は、支出と財源との対応関係を明らかにするこ

とにあり、「歳計現金」（＝資金）の出入りの情報を性質の異なる３つの区分（活動）

に分けて表示した財務書類です。 

 

○ 性質区分の分類 

ア「経常的収支の部」 ……日常の行政活動による資金収支 

市政を運営する上で、毎年度継続的に支出、収入されるものを計上しています。

具体的には、人件費や物件費、社会保障費などの支出、税や地方交付税、国県

補助金などの収入です。 

イ「公共資産整備収支の部」……公共事業に伴う資金の使途 

  公共資産の整備などの支出とその財源である補助金・地方債などの収入を計上。 

ウ「投資・財務的収支の部」……投資活動や地方債償還による資金収支 

  出資、貸付、基金の積立、地方債償還などの支出とその財源である補助金、地

方債、貸付金の回収などの収入を計上 

 

 

Ⅰ-３-２ 平成２1 年度末の状況 
 

１ 本市の経常的収支の部を見てみると、支出の総額は１４５億円で、そのうち、最

も大きいのは扶助費等の社会保障給付５０億円（34.7%）、次に補助金等４０億円

（27.3%）、特別職、議員、職員等の人件費が２４億円（16.4%）となっています。

その財源となる収入総額は１７１億円で、主なものは、地方交付税が５３億円

（30.7%）、国県補助金等が３６億円（20.8%）、地方税が２７億円（15.5%）です。

経常的収支の部で生じた収支余剰額（黒字）は２７億円になります。 

 

 ２ 公共資産整備収支の部は、支出の総額は３８億円で、その多くは公共資産整備支

出が３６億円（93.0%）となっています。その財源となる収入総額は２８億円で、

主なものは地方債が１７億円（61.5%）、国県補助金等が１０億円（35.3%）です。

公共資産整備収支の部で生じた収支不足額（赤字）は△１０億円になります。 

 

 ３ 投資・財務的収支の部は、支出の総額は２３億円で、そのうち、最も大きいのは

地方債償還額が１４億円（61.8%）、次に基金積立金が９億円（38.1%）となってい

ます。その財源となる収入総額は１億円で、主なものは寄附金、財産収入等になり

ます。投資・財務的収支の部で生じた収支不足額（赤字）は△２２億円になります。 

 

４ 上記の３つの区分を合計すると、支出総額は２０６億円、収入総額は２００億円

で、平成２１年度歳計現金増減額は６億円の赤字となります。 

この額に、期首歳計現金残高１３億円を加えた７億円が期末歳計現金残高となっ

ています。 



2,829,983

14,468,422

17,127,538

3,820,721

2,321,410

連結資金収支計算書
自　平成２１年４月　１日

至　平成２２年３月３１日

（単位：千円）

１ 経 常 的 収 支 の 部

人件費 2,372,269

物件費 1,812,355

社会保障給付 5,022,775

補助金等 3,954,997

支払利息 472,873

他会計等への事務費等充当財源繰出支出 697,980

その他支出 135,173

支 出 合 計

地方税 2,650,339

地方交付税 5,262,664

国県補助金等 3,567,604

使用料・手数料 430,887

分担金・負担金・寄附金 1,810,857

保険料 1,091,766

事業収入 233,192

諸収入 277,110

地方債発行額 565,256

長期借入金借入額 0

他会計補助金等 0

基金取崩額 242,933

その他収入 994,930

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額 2,659,116

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

公共資産整備支出 3,553,297

公共資産整備補助金等支出 267,424

他会計等への建設費充当財源繰出支出 0

地方独立行政法人公共資産整備支出 0

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出 0

地方三公社公共資産整備支出 0

第三セクター等公共資産整備支出 0

支 出 合 計

国県補助金等 999,803

地方債発行額 1,740,600

長期借入金借入額 0

基金取崩額 83,904

他会計補助金等 0

その他収入 5,676

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額 △ 990,738

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

投資及び出資金 0

貸付金 0

基金積立額 883,752

定額運用基金への繰出支出 2,895

地方債償還額 1,434,763

長期借入金返済額 0

短期借入金減少額 0

収益事業純支出 0

その他支出 0

支 出 合 計

国県補助金等 0

貸付金回収額 4,260

基金取崩額 1,943

地方債発行額 0

長期借入金借入額 0

公共資産等売却収入 0

収益事業純収入 0

その他収入 70,179

収 入 合 計 76,382

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額 △ 2,245,028

翌年度繰上充用金増減額 0

当年度資金増減額 △ 576,650

期首資金残高 1,284,687

経費負担割合変更に伴う差額 0

期末資金残高 708,037



Ⅰ-４．純資産変動計算書 

 
 

Ⅰ-４-1 純資産変動計算書とは 
 

 純資産変動計算書は、貸借対照表の「純資産の部」について、その増減を財源内

訳とともに示したものです。純資産の分は今までの世代が負担してきた部分ですの

で、１年間で今までの世代が負担してきた部分が増えたのか減ったのかがわかるこ

とになります。 

○ 貸借対照表との関係 

純資産変動計算書の期首残高が平成２０年度の、期末残高が平成２１年度の貸

借対照表「純資産の部」と一致します。 

○ 行政コスト計算書との関係 

行政コスト計算書は、純資産変動計算書における「純経常行政コスト」の明細

書と言うことができます。行政コスト計算書では、1 年間に掛かった経常行政コ

ストから、受益者負担である経常収益を控除することで、「純経常行政コスト」を

算出しています。 

 

 

Ⅰ-４-２ 平成２１年度末の状況 
 

１ 本市の期末純資産残高を見てみると、純経常行政コスト△１３３億円に対して、

一般財源と補助金等受入を合計した額は１３８億円となり、増減額は期首純資産残

高５４７億に対し、３億円増の５５０億円となっています。 

つまり、一般財源及び補助金等で純経常行政コストを賄った上で余剰が生じたと

いうことは、将来世代への資産を蓄積したことになります。 
  

 

○純資産変動計算書の内容 

 

補助金等受入 国庫支出金及び県支出金の合計金額を計上しています。 

公共資産除売却損益 公共資産の売却益及び除却した資産の価額の合計を計上しています。 

公共資産整備への財源

投入 

公共資産整備に際して、投じられた財源（国・県支出金及び地方債を

除く）の変動を計上しています。 

貸付金・出資金等への

財源投入 

貸付金、投資及び出資金、積立金等への資産整備に際して、投じられた財源

（国・県支出金及び地方債を除く）の変動を計上しています。 

貸付金・出資金等の回

収等による財源増 

貸付金、投資及び出資金、積立金等の回収等に際して、充てられていた財源

の変動を計上しています。 

減価償却による財源増 
減価償却に伴い、公共資産等整備に充てられていた財源から、その他一般財

源等へ振り替えた額を計上しています。 

地方債償還等に伴う財

源振替 

地方債元金償還額のうち公共資産整備に充てられていた金額を、その他一般財源

等から公共資産等整備一般財源等へ振り替えた額を計上しています。 

 



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

他団体及び
民間出資分

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 54,731,175 9,455,503 34,528,810 0 10,699,241 47,621

純経常行政コスト △ 13,310,050 △ 13,310,050

一般財源

地方税 2,668,062 2,668,062

地方交付税 5,262,664 5,262,664

その他行政コスト充当財源 1,311,417 1,311,417

補助金等受入 4,567,407 947,054 3,620,353

臨時損益

災害復旧事業費 △ 43,144 △ 43,144

公共資産除売却損益 0 0

投資損失 0 0

収益事業純損失 0 0

…

科目振替

公共資産整備への財源投入 811,311 △ 811,311

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 0 467,115 △ 467,115

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 284,538 284,538

減価償却による財源増 △ 311,575 △ 1,176,294 1,487,869

地方債償還に伴う財源振替 784,960 △ 784,960

出資の受入・新規設立 0 0

資産評価替えによる変動額 △ 238,082 △ 238,082

無償受贈資産受入 2,793 2,793

その他 11,378 0 0 0 11,378

期末純資産残高 54,963,620 10,090,982 35,131,364 0 9,928,942 △ 187,668

連結純資産変動計算書
自　平成２１年４月 １ 日

至　平成２２年３月３１日
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